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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 7,885 8.8 618 22.5 649 18.8 454 5.9 

28年３月期 7,243 △21.6 504 △32.2 546 △36.6 428 △24.6 
 
（注）包括利益 29年３月期 441 百万円 （11.3％） 

 
28年３月期 396 百万円 （△37.0％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年３月期 80.60 － 9.7 5.4 7.8 

28年３月期 73.78 － 9.8 4.5 6.9 
 
             
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 11,845 4,796 40.4 866.59 

28年３月期 12,140 4,509 37.1 776.14 
 
（参考）自己資本 29年３月期 4,796 百万円   28年３月期 4,509 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年３月期 1,986 △1,308 △1,219 1,764 

28年３月期 880 △951 604 2,319 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

28年３月期 － 0.00 － 12.00 12.00 69 16.2 1.6 
29年３月期 － 0.00 － 12.00 12.00 66 14.8 1.4 
30年３月期（予想） － 0.00 － 12.00 12.00   16.6   
 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 3,600 △2.0 △40 － △20 － △20 － △3.61 

通期 8,200 3.9 600 △3.0 600 △7.6 400 △11.9 72.26 
 

ynatori
新規スタンプ



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

（注）詳細は、添付資料Ｐ13「４.連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の

変更）」をご覧下さい。 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期 6,050,000 株 28年３月期 6,050,000 株 

②  期末自己株式数 29年３月期 514,756 株 28年３月期 239,756 株 

③  期中平均株式数 29年３月期 5,633,942 株 28年３月期 5,810,279 株 

 
 
（参考）個別業績の概要 

１．平成29年３月期の個別業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 7,264 9.7 243 50.1 494 23.2 325 6.1 

28年３月期 6,621 △26.5 162 △72.6 401 △60.5 306 △57.4 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年３月期 57.73 － 

28年３月期 52.72 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 9,824 4,416 44.9 797.91 

28年３月期 9,947 4,254 42.7 732.17 
 
（参考）自己資本 29年３月期 4,416 百万円   28年３月期 4,254 百万円 
 
２．平成30年３月期の個別業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 3,200 △6.0 30 △77.7 5 △94.0 0.90 

通期 7,500 3.2 570 15.2 370 13.7 66.84 

 
※  決算短信は監査の対象外です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料Ｐ２～５の「１.経営成績等の概況」をご参照くだ

さい。 
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策などを背景に企業収益や雇用情勢が改善し、所得環境も

明るさがみえたものの個人消費拡大までは至らず、全体としては緩やかな回復基調で推移しました。 

このような状況のもと当社グループの連結業績は、海運事業での新造船豪太丸の通期稼動、燃料費減少及び効率

運航徹底などによるコスト削減、また貿易事業でのまぐろ類販売数量増大などの結果、売上高78億８千５百万円（前

期比６億４千１百万円 8.8％増）、経常利益６億４千９百万円（前期比１億３百万円 18.8％増）、親会社株主に帰

属する当期純利益４億５千４百万円（前期比２千５百万円 5.9％増）を計上し、前年同期と比べ増収増益となりまし

た。 

 

当連結会計年度と前連結会計年度の連結業績比較は以下のとおりです。

 (百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

増減率(％)(自 平成27年４月１日 (自 平成28年４月１日

至 平成28年３月31日) 至 平成29年３月31日)

 売   上   高  7,243  7,885  8.8 

 営  業  利  益  504  618  22.5  

 経  常  利  益  546  649  18.8  

 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

 当 期 純 利 益
  428  454  5.9  

 

また、主なセグメントごとの業績は以下のとおりです。

セグメント(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

増減率(％)(自 平成27年４月１日 (自 平成28年４月１日

至 平成28年３月31日) 至 平成29年３月31日)

海 運 事 業
売 上 高 3,628   3,898   7.4  

セグメント利益 773   863  11.6 

貿 易 事 業
売 上 高 1,893   2,258  19.2 

セグメント利益 32   99  207.3  

洋上給油事業
売 上 高 1,156   1,187  2.6  

セグメント利益 46   68  48.0  

船舶貸渡事業
売 上 高 565   540  △4.4  

セグメント利益 △16   △25  -  
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当連結会計年度のセグメント別業績

海運事業

 海運事業につきましては、新造船豪太丸の通期稼動及び効率運航徹底に加えて円高効果による燃料費減少などによ

り、前年同期と比べ増収増益となりました。 
 

貿易事業 

 貿易事業につきましては、まぐろ類販売数量増大及び台湾子会社事業強化策の着実な進捗の結果、前年同期と比べ

増収増益となりました。 
 
洋上給油事業 

 洋上給油事業につきましては、売上高は販売数量が増大したものの燃料油価格下落による販売単価低下の影響を受

けて若干の増収にとどまりましたが、徹底した経費見直しなどの結果、増益となりました。 
 
船舶貸渡事業 

 船舶貸渡事業につきましては、円高の影響により前年同期と比べ減収減益となりました。 

 

 

 次期につきましては、平成30年２月就航に向けて超低温冷蔵船建造が進捗しております。顧客ニーズに合致した諸

設備の提供により営業チャンス拡大を目論むとともに、高船齢船舶代替を推進してまいります。 

 一方まぐろ漁業全体をとりまく環境は、引き続きマグロ漁獲規制強化や漁獲不振など、厳しい状況を予想しており

ます。 

 為替相場・原油価格ならびに、各海域での漁獲量など不確定要素を総合的に勘案し、連結売上高は82億円、連結営

業利益６億円、連結経常利益６億円、親会社株主に帰属する当期純利益４億円を見込んでおります。 

 なお、次期業績見通しの主な前提として、通期の燃料油価格(各海域平均価格 C重油)を１MTあたり315USドル、為

替レートは１USドル115円と設定しております。 
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(2）当期の財政状態の概況 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ２億９千４百万円減少し、118億４千５百万円となりまし

た。このうち流動資産は、前連結会計年度末に比べ９億７千８百万円減少し、50億４千１百万円となりました。これ

は、受取手形・海運業未収入金及び売掛金１億１千３百万円増加したものの、現金及び預金４億４千２百万円、商品

及び製品４億１千７百万円、立替金２億５百万円などが減少したことによるものです。固定資産は、前連結会計年度

末に比べ６億８千３百万円増加し、68億３百万円となりました。これは、主に有形固定資産の船舶が減価償却費によ

り５億３千４百万円減少したものの、投資その他の資産の長期貸付金11億７百万円などが増加したことによるもので

す。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ５億８千２百万円減少し、70億４千８百万円となりました。このうち流動負債

は、前連結会計年度末に比べ３億６千万円増加し、28億６千５百万円となりました。これは、未払法人税等１億３千

１百万円、預り金２億１千３百万円などの増加によるものです。固定負債は、前連結会計年度末に比べ９億４千２百

万円減少し、41億８千２百万円となりました。これは、長期借入金９億８千１百万円の減少などによるものです。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ２億８千７百万円増加し、47億９千６百万円となりました。これは、自己株式

取得が８千４百万円あったものの、利益剰余金３億８千４百万円が増加したことなどによるものです。 

 この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末より3.3％上昇し40.4％となりました。 

 

 ② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ５億５千４百万円減少し、17億６千４百万円

となりました。 

 その内訳としましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少３億８千８百万円、売上債権の

増加△１億１千３百万円、特別修繕引当金の増加６千２百万円、その他の流動資産の減少８千３百万円、その他の流

動負債の増加２億５千６万円、税金等調整前当期純利益６億５千３百万円、現金支出を伴わない減価償却費５億８千

９百万円などにより、19億８千６百万円（前年同期は８億８千万円）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収による収入20億円などがあったものの、貸付けによる支出

△30億４千２百万円、有形固定資産の取得による支出△２億７千７百万円などにより、△13億８百万円（前年同期は

△９億５千１百万円）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入２億円があったものの、長期借入金の返済による支

出△12億３千５百万円、配当金の支払額△６千９百万円及び自己株式取得による支出△８千４百万円の結果、△12億

１千９百万円（前年同期は６億４百万円）となりました。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  指    標 25年３月期 26年３月期 27年３月期 28年３月期 29年３月期 

① 自己資本比率 30.6％ 33.4％ 34.6％ 37.1％ 40.4％ 

② 時価ベースの自己資本比率 15.5％ 14.8％ 23.5％ 15.5％ 19.6％ 

③ キャッシュ・フロー対有利子負債比率 3.5年 ― 4.4年 6.9年 2.5年 

④ インタレスト・カバレッジ・レシオ 14.3倍 ― 18.4倍 16.2倍 42.5倍 

 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い 

  （注1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  （注2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  （注3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  （注4）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要施策のひとつとして考えております。 

 業績に連動した利益配当を実施することを基本方針としておりますが、財務基盤の強化及び今後の事業展開に備え

た内部留保をおこなうとともに、安定した利益配当を実施してまいります。 

 当社は、機動的な配当政策及び資本政策を可能とするため、会社法第459条第１項規定に基づき、取締役会の決議

によって剰余金の配当を年２回おこなうことができる旨定款に定めておりますが、当面は中間配当をおこなわず期末

日を基準とした年１回の配当を継続してまいります。 

 当事業年度の配当につきましては、当初発表のとおり期末配当12円として平成29年５月11日の取締役会で決議いた

しました。 

 なお、次期につきましても連結経常利益６億円を確保のうえ、期末配当12円を予定しております。 

 

 

２．経営方針

(1) 会社の経営の基本方針 

 当社グループは冷凍まぐろ運搬事業のパイオニアとして、日本の食文化に貢献することを経営理念としておりま

す。当社グループは社会的使命を自覚し、取引先様よりいただいた信頼と貴重な経験をもとに、経営資源の選択と集

中を図り営業力の強化及び自由な発想が生まれる活発な職場環境を重視し、企業価値の増大とともに安定した継続的

利益確保を目指してまいります。

 

(2) 会社の経営戦略と対処すべき課題 

 当社グループは「会社の経営の基本方針」のもと、今後以下の施策を重点的に講じてまいります。

 

① 次期運搬船の建造

 コア・ビジネスの安定継続及び顧客ニーズに合致したサービス提供を目的として、来年２月竣工を目標に超低温冷

蔵船を新造しております。今後も高船齢船舶代替を推進してまいります。

 

② 台湾子会社の事業強化

 グループの海外展開の礎として台湾という地理的優位性を活かし、海外漁船主に対して引き続き高付加価値サービ

スの提供を継続し、独自の運搬船オペレーションや新規商材の開拓など、東京本社とのより一層の連携強化により、

更なる外部売上増大を図ります。

 

③ 現状業務の見極め

 当社グループを取り巻く様々な事業環境変化を適宜捕捉するとともに分析し、発展が見込める業務を的確に捉え、

既存業務の深化・縮小の判断を大胆且つ敏速に推し進めてまいります。

 

④ 新規事業の創出

 「まぐろ」を中心とするコア・ビジネスに続く、船主業などへの事業領域進出も積極的に検討をおこない、挑戦し

てまいります。

 

⑤ 従来からの課題

 ・財務体質の強化

 ・経営資源の選択と集中

 ・企業の社会的責任への取り組み

  以上につきましても、引き続き取り組んでまいります。

 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、日本基準に基づき連結財務諸表を作成しております。今後の国際財務報告基準（IFRS）導入に関す

る動向を注視しつつ、適切に対応してまいります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

海運業収益 4,193,426 4,439,068 

海運業費用 3,181,000 3,324,673 

海運業利益 1,012,425 1,114,394 

貿易業収益 1,893,963 2,258,978 

貿易業費用 1,736,711 2,042,472 

貿易業利益 157,252 216,505 

洋上給油事業収益 1,156,365 1,187,322 

洋上給油事業費用 1,107,336 1,114,886 

洋上給油事業利益 49,028 72,436 

売上総利益 1,218,706 1,403,336 

販売費及び一般管理費 713,708 784,510 

営業利益 504,998 618,825 

営業外収益    

受取利息 86,133 89,243 

受取配当金 3,467 2,824 

為替差益 11,914 － 

その他営業外収益 9,532 5,847 

営業外収益合計 111,049 97,915 

営業外費用    

支払利息 54,813 47,703 

支払手数料 10,110 8,123 

為替差損 － 7,983 

その他営業外費用 4,826 3,445 

営業外費用合計 69,749 67,256 

経常利益 546,297 649,485 

特別利益    

固定資産売却益 － 1,499 

投資有価証券売却益 25,069 2,607 

特別利益合計 25,069 4,107 

特別損失    

固定資産除却損 174 － 

特別損失合計 174 － 

税金等調整前当期純利益 571,193 653,592 

法人税、住民税及び事業税 63,429 180,240 

法人税等調整額 79,045 19,235 

法人税等合計 142,474 199,476 

当期純利益 428,718 454,116 

親会社株主に帰属する当期純利益 428,718 454,116 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 428,718 454,116 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △14,827 4,538 

繰延ヘッジ損益 △12,657 △22,950 

為替換算調整勘定 △5,121 5,425 

その他の包括利益合計 △32,606 △12,986 

包括利益 396,111 441,129 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 396,111 441,129 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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（２）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 890,000 961,593 2,328,072 △49,151 4,130,513 

当期変動額           

剰余金の配当     △87,154   △87,154 

親会社株主に帰属する当期純
利益     428,718   428,718 

自己株式の取得       △29 △29 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 341,563 △29 341,534 

当期末残高 890,000 961,593 2,669,636 △49,181 4,472,047 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 52,336 6,260 11,544 70,141 4,200,654 

当期変動額           

剰余金の配当         △87,154 

親会社株主に帰属する当期純
利益         428,718 

自己株式の取得         △29 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） △14,827 △12,657 △5,121 △32,606 △32,606 

当期変動額合計 △14,827 △12,657 △5,121 △32,606 308,927 

当期末残高 37,509 △6,397 6,422 37,534 4,509,582 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 890,000 961,593 2,669,636 △49,181 4,472,047 

当期変動額           

剰余金の配当     △69,722   △69,722 

親会社株主に帰属する当期純
利益     454,116   454,116 

自己株式の取得       △84,150 △84,150 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 384,394 △84,150 300,244 

当期末残高 890,000 961,593 3,054,030 △133,331 4,772,291 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 
その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 37,509 △6,397 6,422 37,534 4,509,582 

当期変動額           

剰余金の配当         △69,722 

親会社株主に帰属する当期純
利益         454,116 

自己株式の取得         △84,150 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

4,538 △22,950 5,425 △12,986 △12,986 

当期変動額合計 4,538 △22,950 5,425 △12,986 287,257 

当期末残高 42,047 △29,347 11,848 24,547 4,796,839 
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（３）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,319,415 1,876,928 

受取手形・海運業未収金及び売掛金 1,063,611 1,177,199 

商品及び製品 471,754 53,832 

原材料及び貯蔵品 193,907 223,749 

立替金 832,244 626,438 

繰延税金資産 19,293 6,117 

その他 1,121,671 1,078,484 

貸倒引当金 △1,734 △1,272 

流動資産合計 6,020,163 5,041,479 

固定資産    

有形固定資産    

船舶 12,351,303 12,155,000 

減価償却累計額 △7,342,122 △7,679,825 

船舶（純額） 5,009,181 4,475,175 

その他 78,413 81,408 

減価償却累計額 △64,751 △70,517 

その他（純額） 13,661 10,890 

建設仮勘定 － 238,335 

有形固定資産合計 5,022,842 4,724,401 

無形固定資産 29,749 16,445 

投資その他の資産    

投資有価証券 124,995 125,077 

長期貸付金 689,546 1,796,704 

繰延税金資産 23,510 20,323 

その他 229,951 121,922 

貸倒引当金 △482 △988 

投資その他の資産合計 1,067,521 2,063,039 

固定資産合計 6,120,114 6,803,887 

資産合計 12,140,277 11,845,366 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

海運業未払金及び買掛金 639,048 634,055 

短期借入金 1,219,374 1,164,804 

1年内償還予定の社債 30,000 20,000 

未払法人税等 34,749 166,606 

前受収益 47,106 45,603 

預り金 408,879 622,373 

賞与引当金 75,694 96,076 

役員賞与引当金 40,000 64,000 

その他 10,308 52,250 

流動負債合計 2,505,161 2,865,770 

固定負債    

社債 20,000 － 

長期借入金 4,869,719 3,888,315 

特別修繕引当金 21,033 83,768 

退職給付に係る負債 148,805 147,653 

その他 65,975 63,019 

固定負債合計 5,125,533 4,182,756 

負債合計 7,630,695 7,048,526 

純資産の部    

株主資本    

資本金 890,000 890,000 

資本剰余金 961,593 961,593 

利益剰余金 2,669,636 3,054,030 

自己株式 △49,181 △133,331 

株主資本合計 4,472,047 4,772,291 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 37,509 42,047 

繰延ヘッジ損益 △6,397 △29,347 

為替換算調整勘定 6,422 11,848 

その他の包括利益累計額合計 37,534 24,547 

純資産合計 4,509,582 4,796,839 

負債純資産合計 12,140,277 11,845,366 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 571,193 653,592 

減価償却費 520,693 589,983 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,145 43 

賞与引当金の増減額（△は減少） △19,071 20,382 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,000 24,000 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △4,358 △1,152 

特別修繕引当金の増減額（△は減少） △70,514 62,734 

受取利息及び受取配当金 △89,601 △92,068 

支払利息 54,813 47,703 

固定資産売却損益（△は益） － △1,499 

投資有価証券売却損益（△は益） △25,069 △2,607 

デリバティブ評価損益（△は益） 3,907 △3,907 

為替差損益（△は益） △606 11,600 

売上債権の増減額（△は増加） 532,940 △113,588 

たな卸資産の増減額（△は増加） △226,798 388,079 

仕入債務の増減額（△は減少） △339,119 △7,577 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 641,222 83,493 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △323,738 256,803 

その他 △38,686 2,999 

小計 1,172,059 1,919,015 

利息及び配当金の受取額 84,185 98,776 

利息の支払額 △54,209 △46,655 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △321,786 15,170 

営業活動によるキャッシュ・フロー 880,247 1,986,307 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 113,590 － 

定期預金の預入による支出 － △105,730 

有形固定資産の取得による支出 △2,009,294 △277,380 

有形固定資産の売却による収入 － 1,501 

投資有価証券の売却による収入 47,485 10,217 

貸付けによる支出 △2,916,500 △3,042,700 

貸付金の回収による収入 3,912,843 2,000,841 

敷金及び保証金の差入による支出 △200,000 － 

敷金及び保証金の回収による収入 79,914 113,590 

その他 20,680 △8,613 

投資活動によるキャッシュ・フロー △951,279 △1,308,274 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 － 

長期借入れによる収入 2,300,000 200,000 

長期借入金の返済による支出 △1,368,124 △1,235,974 

社債の償還による支出 △40,000 △30,000 

配当金の支払額 △87,190 △69,736 

自己株式の取得による支出 △29 △84,150 

財務活動によるキャッシュ・フロー 604,655 △1,219,860 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,006 △12,849 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 529,616 △554,676 

現金及び現金同等物の期首残高 1,789,798 2,319,415 

現金及び現金同等物の期末残高 2,319,415 1,764,738 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 
 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「短期貸付金」は、資産総額の100分の５以下

となったため、当連結会計年度より「流動資産」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結貸借対照表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「短期貸付金」633,300千円

を「流動資産」の「その他」1,121,671千円として組み替えております。

 

 前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「預り金」は、資産総額の100分の５を超えた

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度

の連結貸借対照表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた419,188千円

は、「預り金」408,879千円、「その他」10,308千円として組み替えております。

 

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

      １．報告セグメントの概要

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

 当社グループは本社に事業・サービス別の部門を置き、各部門は、事業の内容について国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 したがって、当社グループは、業務部門を基礎として業務・サービス別のセグメントから構成されており、

「海運事業」、「貿易事業」、「洋上給油事業」及び「船舶貸渡事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。各セグメントの主な業務内容は以下のとおりであります。

「海運事業」・・・・ 超低温冷蔵船の運航及び傭船業務、蓄養まぐろ加工運搬業務

「貿易事業」・・・・ 輸出入貿易業務、冷凍まぐろ輸入代行業務、冷凍まぐろ販売業務

「洋上給油事業」・・ 漁船向け燃料給油業務

「船舶貸渡事業」・・ 船舶貸渡業務

      ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントのセグメント利益及び損失（△）は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。

   ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 

連結 
財務諸表 
計上額 
(注２) 

  海運事業 貿易事業 
洋上給油
事業 

船舶貸渡
事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 3,628,183 1,893,963 1,156,365 565,243 7,243,755 - 7,243,755 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
- - - - - - - 

計 3,628,183 1,893,963 1,156,365 565,243 7,243,755 - 7,243,755 

セグメント利益又は損

失（△） 
773,291 32,432 46,368 △16,563 835,528 △330,530 504,998 

セグメント資産 7,213,488 2,571,463 660,083 1,424,731 11,869,766 270,511 12,140,277 

その他の項目              

減価償却費 280,870 6,210 3,671 225,660 516,413 4,279 520,693 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
2,205,384 1,366 566 780 2,208,099 1,268 2,209,368 

（注）１.調整額は以下のとおりであります。

(１) セグメント利益又は損失（△）の調整額330,530千円には、セグメント間取引消去18,600千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用349,130千円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(２) セグメント資産の調整額270,511千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主な

ものは、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。

(３) 減価償却費の調整額4,279千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であ

ります。

(４) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,268千円は、特定のセグメントに帰属しな

い全社資産の増加額であります。

２. セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日） 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 

連結 
財務諸表 
計上額 
(注２) 

  海運事業 貿易事業 
洋上給油
事業 

船舶貸渡
事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 3,898,844 2,258,978 1,187,322 540,223 7,885,368 － 7,885,368 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 3,898,844 2,258,978 1,187,322 540,223 7,885,368 － 7,885,368 

セグメント利益又は損

失（△） 
863,557 99,677 68,649 △25,242 1,006,642 △387,817 618,825 

セグメント資産 6,559,857 3,037,941 699,122 1,136,296 11,433,217 412,148 11,845,366 

その他の項目              

減価償却費 350,857 5,244 4,175 225,488 585,766 4,216 589,983 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
274,911 889 691 566 277,058 970 278,028 

（注）１.調整額は以下のとおりであります。

(１) セグメント利益又は損失（△）の調整額387,817千円には、セグメント間取引消去18,600千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用406,417千円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(２) セグメント資産の調整額412,148千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主な

ものは、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。

(３) 減価償却費の調整額4,216千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であ

ります。

(４) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額970千円は、特定のセグメントに帰属しない

全社資産の増加額であります。

２. セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 

前連結会計年度

（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 776.14円 866.59円

１株当たり当期純利益金額 73.78円 80.60円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 428,718 454,116

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（千円）
428,718 454,116

期中平均株式数（株） 5,810,279 5,633,942

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

５．その他

役員の異動（平成29年６月29日予定） 

 

(１) 取締役の昇任

若木 章   専務取締役営業部門担当（現 常務取締役営業部門担当）

 

(２) 新任取締役候補（※）

王 瑞斌   取締役営業部担当（現 執行役員台湾事業部長）

 

（※）新任取締役の選任については、平成29年６月29日開催予定の定時株主総会に取締役選任議案として付議する予定

であります。
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